
平成24年度「情報通信・エネルギー統合技術の研究開発」の研究開発目標・成果と今後の研究計画 

２．研究開発の目標 

３．研究開発の成果 

１．実施機関・研究開発期間・研究開発費 

◆実施機関     京都大学（幹事者）、神戸大学、大和ハウス工業（株）、（株）エネゲート、（株）トランス・ニュー・テクノロジー 
◆研究開発期間  平成21年度から平成25年度（5年間） 
◆研究開発費     総額651百万円（平成24年度 123万円） 

単独の家庭だけでなく、それらが複数集まった地域等の面的なエリア内で消費される電力に対して、情報通信技術（ICT）を利用して、生活者の利便性を失わず、かつ生活者が意識することなく、
確実に消費電力の削減を達成する技術を確立するため、「電力の流れの情報化」及び「供給電力の最適割当」に基づく電力管理・制御技術の研究開発を実施する。 

課題ア：エネルギー需要予測のためのデータベース構築とエネル
ギー最適割り当てプロトコルの研究開発 

課題イ：エネルギーの最適割り当てを実現するための通信インタ
フェース及び同インタフェース対応ハードウェアの開発 

研究成果 研究目標 
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・リアルタイム電力消費状況 

・生活者の行動パターン etc 

アダプター 

＜課題＞ 

スマートタップによる電力のモニタリング 

それぞれの消費機器に必要な分だけ
電力を供給 

＜課題＞行動パターンに応じたオンデマンド型の電力供給 

各世帯の太陽電池・蓄電池・燃料
電池等の稼働状況も考慮した、地
域コミュニティレベルでのエネル
ギー最適割り当てプロトコルを開発 

＜課題＞ 

オンデマンド型電力供給の地域ナノグリッドへの拡張 

＜課題＞ 

電力の流れの情報化を実現するための電
力カラーリングと電力ルーティング 
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実生活環境（個人宅）での消費電力と行動 

・エコハウスでの生活実証実験 
 エネゲート製スマートタップ及びネットワークから
制御できるよう改造した家電を用いてオンデマンド
型の電力供給環境を構築し、連続48時間以上の
生活実験によるデータを蓄積することで、ルールに
基づく電力機器制御の精度を向上させた。 

 家電・スイッチ間の通信の粒度を変化させてデー
タ量と精度のトレードオフを評価し、EoD対応家電
の実用化に向けての知見を得た。 

・個人宅での生活実証実験 
 エネゲート製スマートタップに環境センサ、人感
センサを配置、家電ごとの消費電力データを収集
し、さらに生活者の行動データも継続的に収集す
ることにより、ルールの精度を高めるためのデータ
の蓄積を行った。 

 

電力制御ルールに基づく単独家庭でのEoD

実証、評価実験の実施 

単独家庭を想定した電力ルーティング実
証実験の実施 

エコハウスに設置された蓄電池、充電スタンド、太
陽光発電システムやEV、電源・負荷制御装置を用
いることで、各種電力間での電力の融通を実現した。 

また、電力ルータを介した電力割当制御を目的とし
た実験を実施することで電源から機器までエンド
ツーエンドでの電力の供給を実現した。 
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①エネルギー需要予測・最適割当技術の主な成果 
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１．スマートタップ連携システム改修 
   EoD可視化ｼｽﾃﾑのデータ要求処理を削減し
処理速度を速めるため、ﾎｰﾑｹﾞｰﾄｳｪｲ－可視
化端末間のｲﾝﾀｰﾌｪｰｽの機能追加・改修を行っ
た。 

２．EoD可視化システム改修 
   京エコハウスの各種電力データ・気象
データ・蓄電池システムの連携改修を
行った。本ｼｽﾃﾑで、電力・気象データの
見える化や蓄電池の制御が可能。 

   また、echonetLite対応のエアコン・照明
などの制御機能も追加した。 

京ｴｺﾊｳｽ 電力ﾓﾆﾀ 

履歴ﾃﾞｰﾀ確認画面 家電ﾘﾓｺﾝ画面 

汎用的ホームゲートウェイ開発 

大和ハウス工業(株） 

1. 電力機器制御ルールの全体最適化コンパ
イラの実装 
ルール全体や一部から、スマートタップが最適
な動作となるよう、コンパイルするシステムを構
築した。 

2. ルールシミュレーション環境の構築 
家庭の行動情報に基づき、評価実験を行うシ
ミュレーション環境を構築した。機器の電力消
費量やユーザ行動を評価した。 

3. ユーザ行動による電力機器利用予測シス
テムの構築 
センサ情報に基づき、機器が利用者の特定や
電力使用量を予測する需給予測システムを構
築し実証実験した。 

 

ルールによる電力機器制御システム 

利用方法検出 

姉 

15分間1200W 

神戸大学 

プロトコル記述フレームワークの実装、
要素技術の階層化構造の設計 

EoD 未対応家電を本システムに組み入れるにあたり、スマー
トタップで計測値を用いてEoD 制御するモデルを作り、適切な
優先度値を居住実験データから生成した。 

2. 複数の電力ルータを用いた送電経路制御を実装 

1. 居住実験の結果を元に、EoD システムによるレガシー家電の制御方法を確立 

引原研究室製、エネゲート製の2種のルー
タを用い電力の経路制御を実装し、電源を
複数持つ網でEoDに基づく適切な電源選
択ができることを示した。 

（株）トランス・ニュー・テクノロジー 

電力の供給と消費のQoEnに基づく最適マッチング
アルゴリズムならびにルーティング 

京都大学 

1. PoE (Power over Ethernet, 

IEE802.3at) でオンデマンド
型電力供給を実現するため
に、PD（電力消費機器）が要
求電力とともに優先度をネッ
トワークへ伝達し、PSE（電
源）は要求拒否の際に供給
可能電力量を返信するよう
にPoEのLLDPを拡張した。 

2. 供給可能電力の範囲内で電
力消費機器からの電力要求
に基づく公平な電力割当を
行うアルゴリズムの設計と、
システムの構築を行った。 

PoEにおけるLink Layer Discovery Protocol (LLDP)の拡張 
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②電力の流れの情報化のためのハードウェア技術の主な成果 
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負荷機器用通信インターフェイスの開発 

1. 電力機器制御ルールの実装と評
価 
エネゲート社製スマートタップにおいて、
提案する電力機器ルールを実装した。 
評価実験を行い電力機器制御ルール
に基づいた機器制御の有用性を確認
した。 

 
2. 電力機器制御ルールによる実証

実験 
京エコハウスにおいて実証実験を行
い、電力機器制御ルールの動作検証
と、人の行動及び電力量に基づく制御
実験を複数行った。 

実証実験 

 

 

生活での 

電力機器制御 

ルール 

制御 

環境情報 

収集 

神戸大学 

負荷機器用電力計測センサの開発及び電力制御機器の開発 

「エネルギー需要予測・最適割り当て」の実現を目的として、主に以下を実施。 

・スマートタップに各種センサ（人感・温度など）を追加し、実生活での電力使用量データを収
集しつつセンサ情報に基づく制御の実証実験。 

・京エコハウスにて、EVと「電源・負荷の制御装置」を組み合わせての商用とEVの電源切り
替えの実証実験。 

・実用化検討として、電圧低下警告機能付きの小型スマートタップの試作。 

EVからの出力断→自動
的に商用電源に切り替え 

MiEV power BOX 

商用電源 

EV電源 

電源・負荷の制御装置 

商用とEVの電源を監視 

ＡＣ１００Ｖ
入力 

ＵＳＢ×２ 

ＬＡＮ ＡＣ１００Ｖ出力×４（開閉機能付き） 

LED×２（電源・通信状態・電圧低下表示） 

LED×４（開閉・電
圧低下・アラート表
示[過負荷等]） 

サイズ 
W:200×H:45×D:100 (mm) 

引き続き実証実験を行い、評価結果をもとに機能改良や実用化検討を行う。 

（株）エネゲート 

分散電源出力の平滑化と連携制御システムの開発 

京都大学 

京都大学 

高周波ｽｲｯﾁﾝｸﾞ電源を用いた電力伝送ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ･ﾙｰﾀの研究開発 

1. 電力のパケット化の実現 

2. 電力パケットのルーティング 

情報と電力が統合された電力パケットの情報を 
読むことによる電力パケットルーティング 

電力のパケット化を実回路で実現 

3. 複数交流電力ルータの接続切替え実証 

直流パケット波形 
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位相差がある電力の切り替え時波形 

電力ルータの直列接続 

電力ルータの直並列接続による回線交換配電検証 

1.蓄電池上位コントローラの開発 

2. 分散電源出力の蓄電池制御による
平滑化 

3. 蓄電池制御による複数家庭間の余剰電力融通 

自然エネルギー源（太陽電池）の出力平滑化を実現
する蓄電池制御アルゴリズムを開発し， 京エコハウ
スにて実証に成功 

複数家庭間の余剰電力融通を実現する蓄電池制御アルゴ
リズムを開発し，京エコハウスにて実証に成功 

EODとの連携機能を含む蓄電池制御のための上位
コントローラを開発し，京エコハウスの蓄電池システ
ムに導入（オクトパスと共同） 

京エコハウス内 

電力システムの 

簡易モデル． 

蓄電池， 

太陽光パネル， 

負荷から構成． 

3.の実証実験の一例：システムの状態変化に  

対して，蓄電池出力の調整により，複数家庭間の 

融通電力をP12を一定に維持 



 ４．これまで得られた成果（特許出願や論文発表等）  

 ５．研究成果発表会等の開催について 

  （１）学会・展示会での発表 
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 ６．今後の研究開発計画 
          この成果により、今後、どのような研究を行うのかを例示を上げながら、具体的、かつ簡潔に記載して下さい。 

国内出願 外国出願 研究論文 その他研究発表 プレスリリース 展示会 標準化提案 

情報通信・エネルギー
統合技術に関する研究
開発 

7(1) 0 12(3) 163 (33) 2(0) 66(11) 0 

※成果数は累計件数と（ ）内の当該年度件数です。 

国内外への研究論文誌へ積極的に投稿、平成24年度は電力パケットの研究論文について3件の採録が決定している。 

電子情報通信学会、電気学会、情報処理学会等の国内の主要な学会や、SmartGridComm（International Conference on 

SmartGrid Communications）、POWERCON2012、IEEE AINA-2013（The 27th IEEE International Conference on 

Advanced Information Networking and Applications ）、SAINT（IEEE/IPSJ International Symposium on Application and the 

Internet） 2012、GCCE2012（The 1st IEEE Global Conference on Consumer Electronics）などの査読つき国際会議において研
究発表を行った。 

産業界では、第3回国際スマートグリッドEXPO、エコプロダクツ2012など、国内外の企業が集まる大規模な展示会において研究成
果を紹介し、積極的に情報を発信している。 

（2）特許出願 

平成24年度は1件の特許出願を行った。 

・電力ルータ及び電力ネットワーク（京都大学工学研究科） 特願2012-250529 

平成25年度は、コミュニティレベルへの展開を考慮し、ラストワンマイル（二～十数戸）の連携制御実験、及び、より広い範囲の広域
コミュニティレベル（十～数十戸）を想定した広域コミュニティ実証実験を行い、成果物の連携検証等を通じて完成度を高めるとともに、
標準化への取り組みを行う。 


